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は じ め に 

 

この年報は、平成３０年度における篠山市消防行政を収録し、今

後の消防施策の指針とするとともに、消防の実態を公開することを

目的に編さんしました。 

内容につきましては、消防概要、予防統計、火災、救急、救助統

計、その他の統計の構成としています。  

 御高覧いただき、消防行政に対する御理解を深めていただく一助

になれば幸いと存じます。 

 

                   

 

 

平成３０年度重点施策 
 

１ 消防活動体制の充実強化 

   職員の教育訓練の充実 

  救急救命士の養成 

   高規格救急車の更新 

 

２ 救急業務の高度化 

   メディカルコントロール体制の充実 

   救命処置範囲の拡大対応 

    ドクターヘリの積極的活用 

 

３ 予防行政の推進 

   防火対象物における防火管理体制の徹底 

   危険物施設の安全確保 

  住宅防火対策の推進 

 

４ 住民指導の充実 

  防災意識の高揚 

  応急手当の普及啓発の促進 

 

５ 消防団との連携強化 

 地域の消防力・防災力の向上 
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険物は年度としています。 

 

 

 

「 ひとつずつ いいね！で確認 火の用心 」 
（２０１９年全国統一防火標語） 
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篠山市消防本部（署）の沿革 

 

昭和52年11月    多紀郡内４町長及び議長会合同会において広域消防基本事項について協
議される 

 
    12月    多紀郡内４町各議会定例会で多紀郡一部事務組合規約変更「消防署の設置

及び管理に関する事務」を追加議決される 
 
昭和53年 1月    多紀郡一部事務組合消防本部（署）設置準備室を多紀郡篠山町東新町1の5 

丹波杜氏会館内に設置 
          兵庫県知事に対し、多紀郡一部事務組合の規約変更許可申請の提出 
 
     3月 1日  同上許可 
 
     4月 1日  多紀郡一部事務組合消防本部（署）開設 
          仮庁舎を多紀郡篠山町乾新町エリアホ－ル内に置く 
          採用人員１９名（消防職員定数４２名） 
          同日から各町役場職員の応援を得るとともに、国立篠山病院より救急車代

替車（寝台車）を借り受け、消防業務及び予防業務（危険物規制事務を除く）
を開始する 

 
     4月 4日  消防本部及び消防署を置かなければならない市町を定める政令の指定を

受ける（自治省告示第６０号） 
 
     4月21日  救急車１台（２Ｂ型）を購入配置する 
 
     5月30日  指令車（１６００ｃｃ）１台を購入配置する 
 
      7月27日  国庫補助金の交付を受け、消防ポンプ自動車（ＢＤ－Ⅰ型）１台を購入配

置する 
 
     9月 1日  兵庫県から作業車（普通貨物ダンプ車）１台の寄贈を受ける 
 
     9月27日  兵庫県から査察車（ライトバン）１台の寄贈を受ける 
 
    10月 1日  兵庫県消防学校初任科教養を終了した１１名を配置し、各町からの応援体

制を解く 
          同日、兵庫県から危険物規制事務の引継ぎを受ける 
 
    10月18日  国庫補助金の交付を受け、消防無線設備（基地局10Ｗ、前進基地局５Ｗ各

１台及び移動局１０Ｗ５台）を設置、市町村波、県内共通波を導入する 
 
    12月16日  兵庫県共済農業協同組合連合会から救急車（２Ｂ型）１台の寄贈を受ける 
          同日、日本損害保険協会から救急車（３Ｂ型）１台の寄贈を受ける  
          
昭和54年 4月 1日  消防吏員８名採用、総員２７名となる 
          三田市消防本部と消防業務の相互応援に関する協定を締結する 
 
     7月 7日  多紀郡一部事務組合消防本部（署）庁舎起工式 
 
     7月30日  消防無線設備（携帯１Ｗ）２基増設 
 
     9月20日  国庫補助金の交付を受け、消防無線設備（移動10Ｗ）２基増設 
 
    11月 9日  日本損害保険協会からポンプ車（ＢＤ－１型）１台の寄贈を受ける 
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昭和55年 2月20日  消防専用電話１１９番が消防本部集中管理となる 
 
     3月 3日  消防本部（署）庁舎が多紀郡丹南町北４０番地の２に竣工移転する 
 

 国庫補助金の交付を受け、消防無線設備（移動１０Ｗ）１基増設 
 
     3月 6日  国庫補助金の交付を受け、救急指令装置（Ｃ型）を整備し、運用開始する 
 
     6月10日  消防大学校（第２４期警防科）へ１名派遣する 
 
     6月26日  気象観測装置を設置し、運用開始する 
 
     7月14日  多紀郡篠山町内の篤志家から指令車（１８００ｃｃ）１台の寄贈を受ける 
 
昭和56年 4月 1日  消防吏員２名採用、総員２８名となる 
 
     6月 9日  空気充填施設を設置し、運用開始する 
 
     8月25日  消防大学校（第２０期救急科）へ１名派遣する 
 
昭和57年 4月 1日  組織の機構改革により課制導入（総務課、予防課、警防課） 
          消防吏員２名採用、総員３０名となる 
 
昭和58年12月16日  救急車（２Ｂ型）１台を更新する 
 
昭和59年 4月 1日  名称を多紀郡一部事務組合から多紀郡広域行政事務組合に変更 
 
     8月29日  日本消防協会から広報車（ライトバン）１台の寄贈を受け広報車を更新する 
 
     8月31日  福知山市消防本部と消防業務の相互応援に関する協定を締結する 
 
    10月 1日  京都中部広域消防組合消防本部と消防業務の相互応援に関する協定を締

結する 
 
    11月 1日  西脇市多可郡消防事務組合消防本部と消防業務の相互応援に関する協定

を締結する 
 
    11月30日  救助工作車１台を購入配置する 
          消防無線設備（移動１０Ｗ）１基増設 
 
    12月 1日  氷上郡広域行政事務組合消防本部と消防業務の相互応援に関する協定を

締結する 
 
昭和60年 4月 1日  消防吏員２名採用、総員３１名となる 
 
     4月26日  加東郡消防事務組合消防本部と消防業務の相互応援に関する協定を締結

する 
 
    10月 1日  組織の機構改革（課の統廃合により管理課、消防署とする） 
 
    11月 6日  消防大学校（第３１期上級幹部科）へ１名派遣する 
 
昭和61年 2月26日  日本損害保険協会から救急車（２Ｂ型）１台の寄贈を受け救急車を更新する 
 
     4月 1日  消防吏員４名採用、総員３４名となる 
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    12月18日  国庫補助金の交付を受け、化学車（Ⅰ型）１台を購入配置する 
 
昭和62年 3月 1日  高速道路上の救急業務に対応するため救急隊を３隊編成とする 
 
     3月18日  舞鶴自動車道供用開始に伴い、同高速道路上の消防業務を開始 

 
     4月 1日  消防吏員１名採用、総員３５名となる 
          舞鶴自動車道における消防業務の相互応援に関する協定及び覚書を氷上

郡広域行政事務組合消防本部・福知山市消防本部と締結する 
          同日から、通信勤務体制を２人制とする 
 
     8月11日  消防無線設備に全国波を追加導入 
 
     8月25日  河川情報システムの運用開始 
 
     8月28日   日本消防協会から救急車(２Ｂ型)１台の寄贈を受け救急車を更新する 
 
     9月 1日  消防大学校（第１７期救助科）へ１名派遣する 
 
    12月 4日  消防無線設備（携帯１Ｗ）２基増設 
 
昭和63年 2月13日  消防無線設備（今田前進基地局）５Ｗ更新 
 
     3月24日  舞鶴自動車道と中国自動車道の接続に伴い、消防業務の相互応援に関する

協定及び覚書を福知山市消防本部・氷上郡広域行政事務組合消防本部・三田
市消防本部・三木市消防本部・神戸市消防本部と締結する 

 
     4月 1日  消防吏員４名採用、総員３７名となる 
 
     8月 1日  兵庫県下広域消防相互応援に関する協定を締結する 
 
平成元年 4月 1日  消防吏員２名採用、総員３９名となる 
 
     8月29日  消防大学校（第４６期予防科）へ１名派遣する 
 
    11月16日  消防訓練用地（３，６３７㎡）を購入する 
 
平成２年 3月31日  消防訓練場造成工事完了 
 
     8月 1日  猪名川町消防本部と消防業務の相互応援に関する協定を締結する 
                   
    11月16日  兵庫県共済農業協同組合連合会から救急車（２Ｂ型）１台の寄贈を受け救

急車を更新する 
 
平成３年 1月17日  携帯用消防無線設備（携帯１Ｗ）２基増設 
 
     2月22日  消防用連絡車（２，０００㏄）を購入配置 
 
     3月26日  舞鶴自動車道の舞鶴西インタ－チェンジまでの延長に伴い、消防業務の相

互応援に関する協定及び覚書を舞鶴市消防本部・綾部市消防本部・福知山市
消防本部・氷上郡広域行政事務組合消防本部・三田市消防本部・三木市消防
本部・神戸市消防本部と締結する 

 
     3月28日  国庫補助金の交付を受け、消防訓練塔を建設 
 
     4月 1日  消防吏員１名採用、総員４０名となる 
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    10月 3日  消防大学校（第４０期救急科）へ１名派遣する 
 
    10月29日  国庫補助金の交付を受け消防緊急情報システムⅠ型を更新する 
          消防無線設備、基地局（県内共通波）１基及び移動局５局を更新する 
 
平成４年 2月26日  消防指令車（ディ－ゼル２，０００㏄）を更新する 
 
     3月 3日  阪神地区救急Ⅱ課程講習実施に関する協定を尼崎市消防本部・西宮市消防

本部・芦屋市消防本部・伊丹市消防本部・宝塚市消防本部・川西市消防本部・
三田市消防本部・氷上郡広域行政事務組合消防本部・猪名川町消防本部と締
結する 

 
     4月 1日  消防吏員２名採用、総員４０名となる 
 
    12月28日  職員定数条例を改正し、消防職員定数を４７人とする 
 
平成５年 3月31日  準高規格救急車整備事業補助金の交付を受け、応急処置拡大９項目の救急

資器材２隊分を購入配置 
 
     4月 1日  消防吏員２名採用、総員４２名となる 
 
     4月30日  兵庫衛星通信ネットワークの運用を開始する 
 
    12月16日  国庫補助金の交付を受け、消防ポンプ自動車（ＢＤ－Ⅰ型）を水槽付消防

ポンプ自動車（Ⅰ－Ａ型）に更新する 
 
平成６年 1月16日  消防無線設備、基地局（市町村波）１基及び移動局２局を更新する 
                   
     2月 3日  準高規格救急車整備事業補助金の交付を受け、応急処置拡大９項目の救急

資器材１隊分を購入配置 
 
     4月 1日  消防吏員２名採用、総員４４名となる 
 
     6月 9日  査察車１台を購入配置する 
          消防無線設備（移動１０Ｗ）１基増設 
 
     8月18日  日本消防協会から救急車（２Ｂ型）１台の寄贈を受け救急車を更新する 
 
    10月 4日  神戸市救急救命士養成所（平成６年度後期）へ１名派遣する 
 
    11月 1日  県から高圧ガス、液化石油ガス及び火薬類の保安にかかる事務の移譲を受

ける 
 
平成７年 3月30日  職員定数条例を改正し、消防職員定数を５３人とする 
 
     4月 1日  消防吏員３名採用、総員４７名となる 
 
     4月 7日  神戸市救急救命士養成所（平成７年度前期）へ１名派遣する 
 
     7月27日  広報車１台及び消防無線設備（移動１０Ｗ）１基を更新する 
 
    10月 6日  神戸市救急救命士養成所（平成７年度後期）へ１名派遣する 
 
平成８年 4月 1日  消防吏員３名採用、総員４９名となる 
 
     4月 4日  神戸市救急救命士養成所（平成８年度前期）へ１名派遣する 
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     8月28日  兵庫県災害対応総合情報ネットワークシステム設置 
 
    10月15日  救急救命東京研修所（平成８年度後期）へ１名派遣する 
 
    11月15日  震災対策用庁舎発電機を設置 
 
    12月 2日  消防無線設備に救急波を追加導入 
 
平成９年 4月 1日  消防吏員２名採用、総員５１名となる 
          豊能郡能勢町と消防業務の相互応援に関する協定を締結する 
 
     4月 8日  救急救命東京研修所（平成９年度前期）へ１名派遣する 
 
    10月 6日  神戸市救急救命士養成所（平成９年度後期）へ１名派遣する 
 
平成10年 4月 1日  移動体通信の１１９番受信運用開始 
 
     4月 7日  救急救命東京研修所（平成１０年度前期）へ１名派遣する 
 
    11月 6日  国庫補助金の交付を受け、救急車(２Ｂ型)を高規格救急自動車に更新 
 
平成11年 1月25日  兵庫医科大学篠山病院及び県立柏原病院と救急救命士に対する医師の具

体的指示等に関する協定を締結する 
 
     2月 1日  高規格救急自動車の運用を開始する 
 
     3月 1日  兵庫県消防防災航空隊へ１名派遣する（平成１３年３月３１日まで） 
 
     3月31日  多紀郡広域行政事務組合解散 
 
     4月 1日  多紀郡４町の合併により、篠山市が誕生し発足する 
          名称を篠山市消防本部（署）と改称し、単独消防として発足する（職員定

数条例５２名、総員５２名） 
 
     4月26日  福知山市と消防相互応援協定を締結 
 
     5月 1日  西脇多可行政事務組合と消防相互応援協定を締結 

三田市と消防相互応援協定を締結 
加東行政事務組合と消防相互応援協定を締結 
猪名川町と消防相互応援協定を締結 
豊能郡能勢町と消防相互応援協定を締結 
船井郡丹波町と消防相互応援協定を締結 
船井郡瑞穂町と消防相互応援協定を締結 
船井郡園部町と消防相互応援協定を締結 
天田郡三和町と消防相互応援協定を締結 

 
     7月 1日  京都中部広域消防組合と消防相互応援協定を締結 
 
    10月 4日  神戸市救急救命士養成所（平成１１年度後期）へ１名派遣する 
 
平成12年 1月31日  兵庫医科大学篠山病院に心電図受信装置を増設する 
 
     3月17日  国庫補助金の交付を受け、救助工作車を更新（Ⅲ型）する 
 
     5月 9日  消防大学校（第６０期上級幹部科）へ１名派遣する 
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    10月 5日  神戸市救急救命士養成所（平成１２年度後期）へ１名派遣する 
 
    12月 7日  国庫補助金の交付を受け、化学消防ポンプ自動車を更新（Ⅱ型）する 
 
平成13年 2月 2日  県補助金の交付を受け、救急車(２Ｂ型)を高規格救急自動車に更新する 
 
     2月13日  社団法人 紀洋会 岡本病院に心電図受信装置を設置する 
 
     4月 1日  消防吏員２名採用、総員５２名となる 
 
     4月 5日  消防大学校（第４４期救助科）へ１名派遣する 
 
    10月10日  救急救命東京研修所（平成１３年度後期）へ１名派遣する 
 
平成14年 4月 1日  組織の機構改革（消防本部の組織を管理課・予防課・警防課の３課体制と

する） 
 
     6月19日  消防庁舎耐震補強工事完了 
 
    10月 4日  神戸市救急救命士養成所（平成１４年度後期）へ１名派遣する 
 
    12月24日  消防庁舎改修工事完了 
 
平成15年 4月 1日  消防吏員２名採用、総員５４名(消防吏員５３名、事務吏員１名)となる 
 
      5月 8日  消防大学校（第66期上級幹部科）へ１名派遣する 
 
    10月 6日  救急救命東京研修所（平成１５年度後期）へ１名派遣する 
 
    12月19日  災害対応特殊消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型）を増強する 
 
平成16年 3月24日  高機能消防通信指令センター（Ⅰ型）完成 
 

 4月 1日  消防吏員２名採用、総員５５名(消防吏員５４名、事務吏員１名)となる 
 

    10月 4日  神戸市救急救命士養成所（平成１６年度後期）へ１名派遣する 
 
平成17年 4月 3日  救急救命東京研修所（平成１7年度前期）へ１名派遣する 
 
    10月 3日  兵庫県救急救命士養成所（平成１7年度後期）へ１名派遣する 
     
平成18年 4月 1日  消防吏員５名採用、総員５９名(消防吏員５８名、事務吏員１名)となる 
 

4月 7日  救急救命東京研修所（平成１8年度前期）へ１名派遣する 
 

10月30日  消防庁舎改修工事完了（２階女子待機室） 
 
平成19年 1月23日  高規格救急自動車購入（消防署東出張所配備用） 
 

3月28日  篠山市細工所２１－２に消防署東出張所竣工 
 
4月 1日  篠山市細工所２１－２・消防署東出張所運用開始 

  消防吏員６名採用、総員６４名（消防吏員６４名）となる 
 
5月 1日  三田市と消防相互応援協定を締結 
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6月29日   兵庫県広域消防相互応援協定を締結 
 
7月 1日  丹波市と消防相互応援協定を締結 
 
9月 13日  救急救命東京研修所（平成１9年度後期）へ１名派遣する 

    
11月30日  支援車購入 

 
平成20年 1月24日  高規格救急自動車購入（消防署西・南出張所配備用） 
 

2月29日  消防庁舎改修工事完了（女子風呂・トイレ） 
 
3月 1日  京都中部広域消防組合と消防相互応援協定を締結 
 
3月26日  篠山市宮田240に消防署西出張所竣工 

          篠山市今田町今田新田１７番地の１に消防署南出張所竣工 
 

4月 1日  消防吏員１名採用、総員６４名（消防吏員６４名）となる 
   篠山市宮田240・消防署西出張所運用開始 

           篠山市今田町今田新田１７番地の１・消防署南出張所運用開始 
    

9月 3日  兵庫県救急救命士養成所へ１名派遣する 
 

10月22日  消防指令車更新 
 
平成21年 2月16日   消防大学校（消防緊急援助隊教育科第７回航空隊コース）へ１名派遣する  

 
4月 1日  消防吏員１名採用、総員６４名（消防吏員６４名）となる 

   兵庫県消防防災航空隊へ１名派遣する（平成２４年３月３１日まで） 
 

          8月 1日  舞鶴若狭自動車における消防相互応援協定を締結 
     

12月22日    高規格救急車更新（ささ消６） 
  

11月22日    訓練場舗装工事 
 
  平成22年 1月18日   消防大学校（第73期上級幹部科）へ１名派遣する 
        

2月15日   消防連絡車購入（ハイブリッド車） 
 

3月31日    携帯無線機更新（すべて５Ｗに） 
 
4月 1日  南出張所にポンプ車配置 
 
7月22日  訓練場にトイレ設置及び上下水道引込み工事 
 
9月 1日  兵庫県救急救命士養成所へ１名派遣する 
 

    10月14日    兵庫県広域消防相互応援協定を締結 
 
平成23年 4月 1日  北はりま消防組合と消防相互応援協定を締結 
 

  9月１日  兵庫県救急救命士養成所へ１名派遣する 
 

10月20日  消防庁舎屋上防水工事完了 
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10月26日  消防広報車更新（トヨタ・カローラフィルダー） 
 

3月15日  高規格救急車更新（トヨタハイエース・ささ消１） 
 
平成24年 1月18日   消防大学校（第75期上級幹部科）へ１名派遣する 

 
4月 1日   消防吏員１名採用、総員６４名（消防吏員６４名）となる 
 

  9月 2日  兵庫県救急救命士養成所へ１名派遣する 
 
  8月31日  消防庁舎屋上防水工事完了（最終） 
 
10月22日    消防本部庁舎空調設備改修工事完了 
 

平成25年 1月31日   消防・救急無線デジタル化に係る電波伝搬調査及び基本設計業務完了 
                     
     6月19日    暖房用の危険物地下貯蔵タンク撤去工事完了  
 

  9月 2日  兵庫県救急救命士養成所へ１名派遣する 
 

9月30日   消防訓練塔防水改修工事完了 
 
平成26年 2月 3日   消防・救急無線デジタル化に係る実施設計業務完了 
 

 9月 1日  兵庫県救急救命士養成所へ１名派遣する 
 
平成27年 3月11日   旧後川小学校ヘリポート完成 
 

 3月20日  消防・救急無線デジタル化事業完了 
 簡易無線中継車運用開始（緊急・防災減災事業債） 

 
 4月 1日   消防吏員２名採用、総員６４名（消防吏員６４名）となる 

消防・救急デジタル無線運用開始 
水槽付消防ポンプ自動車（ＣＡＦＳ装置付き）運用開始（緊急・防災減災事業債） 

  能勢町・豊中市と消防相互応援協定を締結 
           (平成11年5月1日に締結した豊能郡能勢町との消防相互応援協定廃止) 
 
     4月13日  消防大学校（第71期救助科）へ１名派遣する 
 

9月 1日  兵庫県救急救命士養成所へ１名派遣する 
 
平成28年 4月 1日   消防吏員２名採用、総員６５名（消防吏員６５名）となる 
           消防学校へ研修教官として１名派遣する 
 
     4月11日  消防大学校（第73期救助科）へ１名派遣する 
 

 9月 1日  兵庫県救急救命士養成所へ１名派遣する 
 
平成29年 3月 7日  舞鶴若狭自動車道における消防相互応援協定を締結 
 

4月 1日  消防吏員４名採用、総員６５名（消防吏員６５名）となる 
消防ポンプ自動車（ＣＡＦＳ装置付き）運用開始（緊急・防災減災事業債） 
災害支援車（16人乗り、リフター付）運用開始（緊急・防災減災事業債） 
 

6月28日   消防大学校（第12期危険物科）へ１名派遣する 
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8月23日   南出張所女性用浴室設置工事完了 
 

9月 1日   兵庫県救急救命士養成所へ１名派遣する 
 

12月12日   消防訓練塔外壁改修工事完了 
 

平成30年 1月10日   消防大学校（第81期上級幹部科）へ１名派遣する 
           

2月28日  高規格救急車更新（トヨタハイエース・ささ消３）（緊急・防災減災事業債） 
 

 4月 1日  消防吏員４名採用、総員６５名（消防吏員６５名）となる 
 
     9月 3日  兵庫県救急救命士養成所へ１名派遣する 
 

12月25日  高規格救急車更新（トヨタハイエース・ささ消２）（施設整備事業債・一般 
単独事業債） 

 
平成31年 3月20日  気象観測装置移設工事（雨量計・湿度計・温度計） 
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西出張所 東出張所 南出張所 

消防機関の組織    （平成31年4月1日現在） 
                     

 
   
   
   
   
   

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
                

 
 
消防庁舎の概要       （平成31年4月1日現在） 

      

         

    市 長      

           

    消防長      

           

           

（消防本部） 次 長   
（消 防 署） 
 
        署 長 

管
理
課 

予
防
課 

警
防
課 

 

庶
務
係 

予
防
係 

危
険
物
係 

消
防
係 

 

警
防
第
一
係 

救
急
第
一
係 

救
助
第
一
係 

通
信
第
一
係 

警
防
第
二
係 

救
急
第
二
係 

救
助
第
二
係 

通
信
第
二
係 

 

庁舎名 所在地 構 造 
規    模 

建築年月 
建 物 土 地 

消防本部・署 

(ボイラ-室含む) 篠山市北40-2 
ＲＣ造2Ｆ 1,046.62㎡ 

1,751㎡ 昭和55年3月 

危険物庫･倉庫 ＣＢ造 23.8㎡ 

訓練塔･訓練場 篠山市野中539 ＲＣ造5Ｆ 175.62㎡ 3,582㎡ 平成 3年3月 

訓練場 篠山市野中539 アスファルト舗装 2,840㎡ 平成21年11月 

東出張所 
篠山市細工所 

21－2 
Ｓ造 155.95㎡ 830.38㎡ 平成19年3月 

西出張所 篠山市宮田240 西紀支所内  平成20年4月運用開始 

南出張所 
篠山市今田町今田

新田１７番地の１ 
今田在宅介護支援センター内 平成20年4月運用開始 
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消防自動車等の現況      （平成31年4月1日現在） 

                         

管内の面積・人口・世帯数  （平成31年3月31日現在） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

種  類 メーカー名 登録年 型別 備  考 

化学消防自動車 日野 平成12年 Ⅱ型 ささ消11 

水槽付消防ポンプ

自動車（CAFS装置付） 
日野 平成27年 Ⅰ―Ａ型 ささ消12 

消防ポンプ自動車 三菱ふそう 平成15年 ＣＤ－１型 ささ消13 

消防ポンプ自動車 

（CAFS装置付） 
日野 平成29年 ＣＤ－１型 ささ消14 

救助工作車 日野 平成12年 Ⅲ型 ささ消21 

高規格救急自動車 トヨタ 平成24年  ささ消1 

高規格救急自動車 トヨタ 平成30年  ささ消2 

高規格救急自動車 トヨタ 平成30年  ささ消3 

高規格救急自動車 トヨタ 平成19年  ささ消5 

高規格救急自動車 トヨタ 平成21年  ささ消6 

広報車 トヨタ 平成23年  ささ消31 

指令車 マツダ 平成20年  ささ消32 

災害支援車 ニッサン 平成29年  ささ消33 

無線簡易中継車 トヨタ 平成27年  ささ消34 

支援車 トヨタ 平成19年   

連絡車 ホンダ 平成22年   

地 区 名 面  積 (㎢) 人  口(人) 世 帯 数(世帯) 

篠  山   187.46 18,155 7,817 

西  紀 54.42 3,985 1,639 

丹  南 83.74 16,088 6,623 

今  田 51.99 3,430 1,335 

総  数 377.61 41,658 17,414 



- 12 - 

 

庶  務 
 

消防予算の概要 

 平成３０年度における篠山市の一般会計当初予算は、２３,０８９,０００千円で、

その内消防費は８３３,０７７千円で、一般会計に占める割合は３．６％である。 

 常備消防費６０３,００８千円で歳入の主なものは、危険物施設の許認可等申請

手数料が３６０千円、舞鶴若狭自動車道の救急業務実施に伴う西日本高速道路株

式会社からの高速道路支弁金が４,９６７千円である。                                    

 一方、常備消防費の歳出の主なものは、職員６５名分の給料等の人件費が５１

５,２３２千円で全体の８５．４％を占めているほか、消耗品や電気代、燃料代等

の物件費が４７,４０４千円(７．９％)となっている。また、救急救命士関係負担

金、消防学校入校負担金などの補助費等が６,１６１千円（１．０％）、高規格救

急車等の普通建設事業費３４，２１１千円（５．７％）となっている。 

 

消防体制の充実強化 

 各種災害に関する高度で専門的な知識と技能を有する職員を育成するため、兵

庫県消防学校へ派遣した。また、救急救命士や救急隊員の生涯教育として各種研

修会及び病院実習にも派遣するとともに、新たに救急救命士１名を養成した。 

 ハード面においては、高規格救急車1台を更新し消防体制の強化を図った。 

  

救急業務高度化の推進 

メディカルコントロール体制の充実として救急救命士及び救急隊員に対する生

涯教育として、兵庫県災害医療センター、兵庫県立加古川医療センター実習及び

市内病院実習、阪神地区消防長会救急隊員研修会等の各種研修会、講習会に職員

を積極的に派遣した。  

気管挿管等の処置拡大に伴う高度な専門性を有する講習及び病院実習に救急救

命士を派遣し、「認定救急救命士」８名の養成に取り組んだ。 

 また、ドクターヘリを活用して４４人の傷病者を迅速に高度医療機関に搬送し

た。  
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常備消防費予算状況 
                           （単位：千円・％） 

 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 

当初予算額 比率 当初予算額 比率 当初予算額 比率 

歳入総額 617,405 100  603,008 100 616,476 100 

内  

訳 

使用料･手数料 360 0.1 360 0.1 400 0.1 

国・県補助金 0 0 0 0 0 0 

繰入金 0 0 0 0 0 0 

諸収入 6,015 0.9 5,003 0.8 4,935 0.8 

地方債 34,300 5.6 31,900 5.3 36,900 6.0 

一般財源 576,730 93.4 565,745 93.8 574,241 93.1 

歳出総額 617,405 100 603,008 100 616,476 100 

内 

訳 

人件費 525,105 85.1 515,232 85.4 519,673 84.3 

物件費 37,052 6.0 47,404 7.9 40,289 6.5 

維持補修費 4,509 0.7 0 0 0 0 

補助費等 6,350 1.0 6,161 1.0 4,474 0.7 

普通建設事業費 44,389 7.2 34,211 5.7 52,040 8.5 

 

 

消防力の基準・計画・現有状況 

                        （平成31年4月１日現在） 
 区  分 基 準 計画（Ａ) 現有（Ｂ） 過不足（Ｂ）－（Ａ） 

車 

両
（
台
） 

総   数  15   17  16  △1  

指揮車 1  1   1    0  

消防ポンプ自動車 2  3   3    0  

救急自動車 4  4   4    0  

非常用救急自動車 1  1   1    0  

はしご自動車 1  1   0  △1  

化学消防車 1  1   1    0  

救助工作車 1  1   1    0  

その他の車両 4   5   5  △1  

人 

員 

（
人
） 

総   数  97      68   64   △4  

指揮隊の隊員   9   4   5   1  

通信員   6   6  6  0    

消防隊の隊員 27  20  16  △4  

救急隊の隊員 27  18  18   0  

救助隊の隊員 15  12  12  0  

予防要員 9   5   4  △1  

庶務要員      4   3  3  0    

新規採用者   
 

 0    0  
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主な研修派遣状況           

 

メディカルコントロール研修実施状況 

研  修  科  目 平成30年度修了者 累   計 

総      数 29  593  

消
防
大
学
校 

上級幹部科      7  

救急科    1  

救助科    3  

予防科    1  

危険物科   1  

火災調査講習    1  

兵
庫
県
消
防
学
校 

初任教育  4   84  

警防科   1   21  

特殊災害科 1   14  

予防査察科   13  

危険物科 1    12  

火災調査科 1   22  

救急科 2   52  

救助科 2    29  

上級幹部科 1   5  

初級幹部科   19  

中級幹部科 1   15  

災害現場指揮科      3  

特別教育(教育研究科､ポンプ操法講習会)   65  

惨事ストレス研修 1   23  

山岳救助技術研修 2   19  

通信研修 2   8  

救急救命士養成所 1   28  

救急救命士就業前研修 2  32  

気管挿管病院実習 1   24  

薬剤投与病院実習 2   26  

ビデオ喉頭鏡追加講習 0  23  

ビデオ喉頭鏡病院実習 0   23  

処置拡大二行為追加講習 4    19  

研  修  科  目 
平成30年度 

修 了 者 

  
  
  

総      数 213  

救 命 士 

兵庫県災害医療センター実習  7  

兵庫県立加古川医療センター実習  4  

市内病院実習  9  

救急隊員 

阪神丹波MCコントロール協議会研修会  4  

阪神地区消防長会救急隊員研修会 38  

医師による救急教育講演(３回) 145  

近畿救急医学研究会  6  
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年齢・勤続年数別職員構成 

                       （平成31年4月1日現在） 

 

 

総 
 
 

数 

消
防
司
令
長 

消

防

司

令 

消
防
司
令
補 

消

防

士

長 

消
防
副
士
長 

消 

防 

士 

そ
の
他
の
職
員 

総  数 64  1 10 27 10 5 11  

年 
 
 
 
 
 

齢 

平  均 

年  齢 
40.4 58.0 53.5 46.0 34.5 31.0 22.6  

20歳未満  2       2   

20歳以上 

25歳未満 
 7      7  

25歳以上 

30歳未満 
 2    

 
1  1  

30歳以上 

35歳未満 
12   1   6 4 1  

35歳以上 

40歳未満 
6   2   4    

40歳以上 

45歳未満 
8  1    7 

 
   

45歳以上 

50歳未満 
9      9     

50歳以上 18  1  9    8 
 

   

勤 

続 

年 

数 

平  均 

勤続年数 
19.0 40.0 33.5 25.0 13.2  9.6 2.3  

5年未満  10      1  9  

5年以上 

10年未満 
 3        1 2   

10年以上 

15年未満 
 12   2    7  3   

15年以上 

20年未満 
 6   3     3     

20年以上 

25年未満 
8      8      

25年以上 

30年未満 
 7     1    6      

30年以上 18 1  9    8      
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職員の配置状況 
                       （平成31年4月1日現在） 

 

 

総 
 
 

数 

消
防
司
令
長 

消

防

司

令 

消
防
司
令
補 

消

防

士

長 

消
防
副
士
長 

消 
防 

士 

そ
の
他
の
職
員 

総  数 64   1  10   27  10  5  11   

消 

防 

本 

部 

合  計 18 <1>  1  6 <1> 7  2  2     

消 防 長  1  1        

次  長  1   1       

管 理 課 5 <1>  2 <1> 3        

予 防 課  6   2  2    2    

警 防 課  5   1  2  2     

消 
防 
署 

合  計 
55  

[2](6)  
 5  

24      

[2](2

) 

10 (2) 5 (2) 11   

署  長 1   1       

副 署 長 2   2       

当務司令  2   2       

署長補佐  8 (1)    8 (1)     

警防第1係 5    2    2  1   

救急第1係 6    2   2  
 

2   

救助第1係 6    2   2    2   

通信第1係 1 [1]   1 [1]      

   1係 2 (2)     1(1)  1(1)   

警防第2係 5    2  1    2   

救急第2係 5     2     1    2   

救助第2係 7    2   2  1  2   

通信第2係 2 [1]   2 [1]      

   2係 3 (3)   1 (1) 1 (1) 1 (1)   

 
< >は消防本部内での兼任者で内数 

 ( )は消防本部と消防署との兼務者で内数 
[ ]は消防署内での兼務者で内数 
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消防相互応援協定等の状況 
                       （平成31年4月1日現在） 

 

締結年月日 応援協定の内容 

平成11年 4月26日 福知山市との消防相互応援協定 

平成11年 5月 1日 猪名川町との消防相互応援協定 

平成19年 5月 1日 三田市との消防相互応援協定 

平成19年 7月 1日 丹波市との消防相互応援協定 

平成20年 3月 1日 京都中部広域消防組合との消防相互応援協定 

平成22年10月14日 兵庫県広域消防相互応援協定 

平成23年 4月 1日 北はりま消防組合との消防相互応援協定 

平成27年 4月 1日 
能勢町・豊中市との消防相互応援協定 

(平成11年5月1日締結の豊能郡能勢町との消防相互応援協定は廃止) 

平成30年 4月 5日 舞鶴若狭自動車における消防相互応援協定 
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  予防・危険物 

防火対象物に対する予防査察 

防火対象物に立ち入り、消防用設備等の維持管理の状況や防火管理状況を検査

する予防査察は、予防行政の根幹をなすものである。対象物の関係者に対する不

備欠陥事項の指摘や指導をねばり強く行い、火災予防に関する理解を高めること

が、市民の安全･安心につながる。 

 予防課では、不特定多数の人が利用する施設、災害時に介助が必要な人が利用

する施設などの人命危険度が高い対象物を中心に査察を実施し、実態の把握と指

導に努めており、平成３０年度は、立入検査、完成検査及び使用開始検査を２９７

対象物に対し実施した。 

また、消防訓練指導については、査察などに合わせて行った結果、６，９３４

人に対して実施した。 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

立入検査、完成検査等の状況

使用開始検査

完成検査

立入検査

 

 

住宅防火対策の推進 

住宅火災における死者の６割以上を占める高齢者を火災による被害から守るた

め、春・秋の火災予防運動期間中にガス販売店や電力会社と連携し、市内２７戸

の高齢者宅に対して住宅防火診断を行った。 

丹波篠山市における住宅用火災警報器の設置率は、救急講習時、消防訓練指

導時などにチラシを配布し設置の推進を行った結果、平成３１年３月末の時点

で８２.８％であった。 
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危険物許可施設の状況 

 平成３１年４月１日現在の危険物許可施設数は２０５で、その内訳は、製造所

１、屋内貯蔵所３９、屋外タンク貯蔵所２３、屋内タンク貯蔵所３、地下タンク

貯蔵所４７、移動タンク貯蔵所１８、屋外貯蔵所２、給油取扱所３９、一般取扱

所３３となっている。 

 地下タンク貯蔵所が、全体の約２２．９％を占め最も多く、次いで屋内貯蔵所

と給油取扱所が１９．０％を占めている。 

 

1 39 

23 

3 

47 
18 2 

39 

33 

危険物許可施設の状況

製造所

屋内貯蔵所

屋外タンク

屋内タンク

地下タンク

移動タンク

屋外貯蔵所

給油取扱所

一般取扱所

 

 

危険物許可施設への立入検査 

 平成３０年度中は、１３０の許可施設に対しての立入検査を実施した。また、

許可書及び完成検査済証を交付するための現地調査、完成検査等を２６回実施し

た。 

 立入検査時には安全管理体制の徹底指導と危険物取扱者免状の取得を奨励し、

一人でも多くの者が危険物に対する知識を高め、災害の未然防止を図るよう指導

している。 

特に地下貯蔵タンクを有する施設に対しては、定期点検の実施を徹底指導した

結果、平成３０年度において漏えい事故は発生しておらず、施設関係者が定期点

検の重要性を認識し、良好な自主管理を実施していることが伺える。 

また、タンクの腐食による流出防止対策である内面コーティング（ライニング

処置）、高精度液面計の設置又は電気防食措置が必要な地下貯蔵タンクについては、

平成３１年３月末までが期限のものは、全て措置が完了している。 
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防火対象物の現況 

                                                （平成31年4月1日現在）  

区   分 

対
象
物
数 

防火管理者･消防計画 ３階以上対象物 

対
象
数 

選
任
数 

選
任
率 

計
画
届
出
数 

届
出
率 

３
階 

４
階 

５
階 

６
階 

総   数 

 

１項イ 劇場・映画館 

  ロ 公会堂・集会場 

２項イ キャバレー・ナイトクラブ 

  ロ 遊技場 

  ハ 性風俗店 

  ニ カラオケボックス等 

３項イ 待合・料理店 

  ロ 飲食店 

４項  マーケット・店舗 

５項イ 旅館・ホテル 

  ロ 共同住宅・寄宿舎 

６項イ 病院・診療所 

  ロ 社会福祉施設 

  ハ 社会福祉施設 

  ニ 幼稚園・養護学校 

７項  小・中・高等学校 

８項  図書館・美術館 

９項イ 蒸気・熱気浴場 

９項ロ 公衆浴場(銭湯等) 

１０項  駅舎・待合所 

１１項  神社・寺院・教会 

１２項イ 工場・作業場 

ロ 映画スタジオ 

１３項イ 車庫・駐車場 

ロ 飛行機格納庫 

１４項  倉庫 

１５項  事務所･官公庁舎 

１６項イ 特定用途の複合 

ロ 非特定用途の複合 

１７項  文化財 

1,574 

 

3 

29 

- 

1 

- 

1 

- 

39 

59 

37 

279 

20 

24 

30 

13 

93 

13 

- 

2 

1 

17 

262 

- 

17 

- 

156 

245 

147 

72 

14 

384 

 

2 

24 

- 

1 

- 

1 

- 

25 

36 

16 

19 

7 

20 

16 

3 

27 

5 

- 

- 

- 

3 

29 

- 

- 

- 

1 

37 

98 

12 

2 

370 

 

2 

24 

- 

1 

- 

1 

- 

23 

35 

16 

16 

7 

19 

14 

3 

26 

5 

- 

- 

- 

3 

28 

- 

- 

- 

1 

37 

95 

12 

2 

97 

 

100 

100 

- 

100 

- 

100 

- 

92 

97 

100 

84 

100 

95 

88 

100 

96 

100 

- 

- 

- 

100 

97 

- 

- 

- 

100 

100 

97 

100 

100 

369 

 

2 

24 

- 

1 

- 

1 

- 

23 

35 

16 

16 

7 

19 

14 

3 

26 

5 

- 

- 

  - 

3 

28 

- 

- 

- 

1 

37 

94 

12 

2 

97 

 

100 

100 

- 

100 

- 

100 

- 

92 

97 

100 

84 

100 

95 

88 

100 

96 

100 

- 

  - 

- 

100 

97 

- 

- 

- 

100 

100 

96 

100 

100 

183 

 

2 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

4 

1 

3 

68 

2 

2 

- 

1 

22 

- 

- 

- 

- 

- 

14 

- 

- 

- 

3 

17 

31 

13 

- 

34 

 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

1 

15 

2 

2 

- 

- 

4 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

4 

4 

2 

- 

13 

 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

2 

9 

1 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

2 

1 

- 

- 

4 

 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

3 

1 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 
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建築同意状況 

 

区 分 
建 築 確 認 同 意 件 数 

平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 

総 数    78    83     79   80   75  

新 築 63   68    69  64   64  

増 築 8   12     7     10    6  

改 築    3     0    0     0     0  

その他    4  3     3    3     6     5  

 

   

 

 

  

消防訓練指導及び防火講演等実施状況 

 対 象 者 実施回数（回） 対象人員（人） 

総   数  146  7,165  

自 治 会 7  231  

事 業 所 115   2,904  

学校・保育園 24  4,030  
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危険物許可施設数及び 

指定数量倍数状況･立入検査状況 

(平成31年4月１日現在) 

区     分 

製 
 
 

造  
 
 

所 

 貯      蔵       所 取 扱 所 

総 
 
 
 
 
 
 

数 

屋

内

貯

蔵

所 

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

屋

外

貯

蔵

所 

給油取扱所 

一

般

取

扱

所 

営 
 

業 
 

用 

自 
 

家 
 

用 

総     数 1 39 23 3 47 18 2 20 19 33 205 

5倍以下  26 4 2 26 17   8 19 102 

5倍を超え 10倍以下  6 8 1 12  2   10 39 

10倍を超え 50倍以下 1 6 8  3 1  2 11 4 36 

50倍を超え 100倍以下   1  6   5   12 

100倍を超え 150倍以下  1      2   3 

150倍を超え 200倍以下        2   2 

200倍を超えるもの   2     9   11 

立入検査実施数  26 12 1 18 16  20 16 21 130 
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危険物事務処理状況 

  

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

屋

外

貯

蔵

所 

屋

内

貯

蔵

所 

給

油

取

扱

所 

一

般

取

扱

所 

製

造

所 

そ

の

他 
総 

 
 

 
 
 

数 

設置許可申請     1   2    3 

変更許可申請     1  1 2 1   5 

完成検査申請     2  1 4 1   8 

仮使用承認申請       1 2 1   4 

完成検査前検査申請             

仮貯蔵仮取扱承認申請           27 27 

予防規程認可申請（変更）        6    6 

譲渡引渡申請 1  1         2 

廃止届   1  2   2    5 

種類、数量変更届     2  4 1    7 

休止、再開届   1     1 2   4 

軽微な変更届 4 1 4    9 27 17 3  65 

再交付申請             

危険作業届   16  3   5 1   25 

完成検査合格証明願い             

災害発生報告             

保安監督者選解任届   1    3 7 1 1  13 

取扱責任者選解任届   3  3 2   1   9 

消防設備等着工届             

特例承認申請             

改修（計画）報告             

製造所等届出書 1  19  4   9 4   37 

定期点検結果届出書 3  32  14  1 26 7  1 84 

消防設備等点検結果報告        2    2 

少量危険物貯蔵・取扱届(廃止)           23 23 

立入検査結果改善報告書             

指定可燃物貯蔵・取扱届           5 5 

圧縮ｱｾﾁﾚﾝｶﾞｽ等の貯蔵等の届出           12 12 

その他届出        2   6 8 

総     数 9 1 78  32 2 20 98 36 4 74 354 
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移譲事務の事務処理状況 

 兵庫県から権限移譲されている事務（高圧ガス消費者への立入検査と緊急措置、

液化石油ガス設備工事届の受理と施工場所への立入検査、液化石油ガス販売事業

者に対する命令及び火薬類貯蔵者への立入検査と命令）の、それぞれの事務処理

結果は下表のとおりである。 

 

高圧ガス関係 

立 入 検 査 緊 急 措 置 

8  0  

 

液化石油ガス関係 

届 出 受 理 立 入 検 査 命 令 

1  1  0  

 

火薬類関係 

 対 象 数 立 入 検 査 命  令 

１級火薬庫 0  0  0  

庫外貯蔵所 0  0  0  

 

開発行為に対する審査・指導状況 

 平成３０年度中には、２８件（前年比８件増）の開発行為に該当する申請等が

あり、篠山市まちづくり条例に基づき消防水利・活動空地等の審査・指導を行っ

ている。 

申請があった開発区域に対して、消火栓１基と防火水槽４基の設置指導を行っ

た。 

 

  審査･指導件数 

設置・指導件数 

消防水利 
消防活動空地 

消火栓 防火水槽 その他 

戸 建 住 宅 地 １ １ 
 

  

共 同 住 宅 地      

駐車場・資材置場      

工 場 ･ 店 舗 ２ 
 

２   

そ の 他 ２  ２    

計 ５ １ ４    
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　　　　　　　　出火原因別火災件数

煙突, 2

放火, 1

たばこ, 1

ストーブ, 1

電気装置,
1

溶接機, 1

その他, 2

不明, 1

たき火
（焼却火）,

20

火災発生件数推移表

0

5

10

15

20

25

30

H26 H27 H28 H29 H30

年

件

数

建物火災 林野火災

車両火災 その他の火災

警 防 
 

火災の概要 

平成３０年中の総出火件数は３０件で、前年より８件増加している｡内訳は、建

物火災１０件、林野火災５件、車両火災２件及びその他の火災１３件で、地区別に

みると、篠山地区１０件、西紀地区２件、丹南地区１３件及び今田地区５件となっ

ている。 

 

人口１万人当たりの出火件数を表す出火率は、７．１８ポイントで前年より

１．９６ポイント増加しており、全国平均の２．９７ポイントを４．２ 1ポイン

ト上回っている。 

※全国平均の出火率は、消防庁の平成３０年における火災の概要（概数）参照 

 

火災の損害額は４７，０３７千円で、前年  

と比較し大幅に減少している。 

建物火災による損害額は４６，８４２千円 

で損害額全体の大部分を占めている。 

 

建物火災の焼損面積は６７３㎡で、前年よ 

り増加し、林野火災の焼損面積は１５ａで、 

前年より大幅に減少している。 

 

火災による負傷者は３名で、死者は発生し 

ていない。 

 

 

 

 

  

出火原因  

火災の発生を原因別にみると、 

たき火（焼却火）が２０件で全 

出火件数の３分の２を占めている。 
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季節別火災件数

0

5

10

15

20

25

30

H26 H27 H28 H29 H30 年

件
数

春季3月～5月 夏季6月～8月

秋季9月～11月 冬季12月～2月

時間帯別火災件数

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0～ 2～ 4～ 6～ 8～ 10
～

12
～

14
～

16
～

18
～

20
～

22
～ 時間

件

数

建物火災 林野火災 車両火災 その他の火災

火災の特徴 

火災の発生を時間帯別にみると、１０時から１６時までの間に総火災件数 

の約７０％である２１件が発生し、そのうちの１８件はたき火（焼却火）が 

原因で出火している。 

 

季節別の火災発生件数をみると、春季（３月～５月）が１０件、夏季（６月～８ 

月）が２件、秋季（９月～１１月）１０件、冬季（１２月～２月）が８件となって 

おり、春季、秋季及び冬季に多く発生している。 
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地区別・月別火災発生状況 

 

 

火災件数 焼損面積 損
害
額 

焼
損
棟
数 

り
災
世
帯 

り
災
人
員 

死傷者 

総 
 

数 

建 
 

物 

林 
 

野 

車 
 

両 

そ
の
他
の 

建
物 

林
野 

死 

者 

負
傷
者 (㎡) (a) (千円) 

地 

区 

別 

総数 30 10 5 2 13 673 15 47,037 13 3 4  3 

篠山 10  3  7  7 1      

西紀 2   1 1   102      

丹南 13 7 2 1 3 249 7 9,174 8 2 3  3 

今田 5 3   2 424 1 37,760 5 1 1   

月 
 
 

別 

総数 30 10 5 2 13 673 15 47,037 13 3 4  3 

 １月 1    1         

 ２月 7 1 1  5 59 2 4,256 1     

 ３月 7 1 4  2 25 12 76 1    1 

 ４月 2 1   1 2   1     

 ５月 1 1    376  10,243 2     

 ６月              

 ７月 1   1    102      

 ８月 1    1         

 ９月 1   1    66      

１０月 3 2   1 151  4,517 3 2 3  2 

１１月 6 4   2 60 1 27,777 5 1 1   

１２月              

(注１)：焼損面積は、小数点以下を四捨五入している。 

(注２)：建物の焼損面積は、焼損床面積のみを計上している。
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年次別火災状況比較表 

 

区  分 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 

火災件数 

総  数 26 17 23 22 30 

建  物 15 7 9 5 10 

林  野 7 2 2 4 5 

車  両 1  5 3 2 

その他の 3 8 7 10 13 

焼損面積 

建  物 

（㎡） 
1,287 1,158 583 498 673 

林  野 

（ａ） 
73 13 1 59 15 

損 害 額

（千円） 

総  額 95,856 183,911 25,153 60,714 47,037 

建  物 95,314 183,439 21,025 53,316 46,842 

林  野 209     

車  両 23 303 4,098 1,563 168 

その他の 310 169 30 5,835 27 

死傷者数 

死  者 

(人) 
 1 1   

負 傷 者 

(人) 
1 7 3 2 3 

 

 

 

放水開始から鎮火までの所要時間 

 

火 災 

種 別 
総 数 

10分 

未満 

10分～ 

19分 

20分～ 

29分 

30分～ 

39分 

40分～ 

49分 

50分～ 

59分 

60分 

以上 

総 数 25  1 2 3 3 1 15 

建 物 8  1  1   6 

林 野 5    1 1  3 

車 両 2   1    1 

その他 10   1 1 2 1 5 

(注)：火災３０件のうち、５件は放水なし 
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消防隊出動状況 

 

区  分 総  数 
消 防 署 消 防 団 

車 両 人 員 車 両 人 員 

総  数 138 212 657 204 1,183 

火  災 30 94 282 204 1,183 

火災不至 6 8 26   

警  戒 10 11 33   

誤  報 14 19 60   

虚  報      

市外応援 4 4 12   

そ の 他 74 76 244   

(注)：その他は、主に救急活動及びヘリコプター要請に伴う支援活動である。 

 

火災種別・出火原因別件数 

 

区  分 総 数 建 物 林 野 車 両 その他の 

総  数 30 10 5 2 13 

た き 火 20 3 5  12 

煙  突 2 2    

放  火 1 1    

た ば こ 1    1 

ストーブ 1 1    

電気装置 1   1  

溶 接 機 1 1    

そ の 他 2 1  1  

不  明 1 1    

 

舞鶴若狭自動車道への出動状況 

 

年 次 別 火  災 救  急 救  助 

平成 26 年  14 （3） 3 （1） 

平成 27 年  21（16） 1 （0） 

平成 28 年  23（10） 1 （0） 

平成 29 年  1 （0） 6 （2） 1 （0） 

平成 30 年  14 （7） 2 （0） 

(注)：( )内は、サービスエリアへの出動で内数 
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救急・救助 

 

救急の概要 

 平成３０年中の救急出動件数は２，２０６件で前年より８８件の増加、 

搬送人員は２，１３７人で前年より４６人増加した。救急出動件数は過去最多と

なっている。 

 １日あたりの救急出動は６.０件、市民１９．６人に１人(前年は２０.２人に１

人)が救急隊によって搬送されたことになる。 

 また、昭和５３年の消防本部発足以来、４１年間の救急出動件数は５０,４７０

件である。 

 

 

過去１０年間の救急出動件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

500

1000

1500

2000

2500

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30Ｈ

件
・
人
員

出動件数
搬送人員

 

 

 

 

 

 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 

出動件数 1,667 1,766 1,822 1,906 1,998 1,963 2,098 2,099 2,118 2,206 

搬送人員 1,629 1,735 1,780 1,852 1,943 1,907 2,036 2,015 2,091 2,137 
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0

50

100

150

200

250

件

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 月

月別出動件数

出動件数を事故種別ごとにみると、急病１，３４２件（前年比７７件増）、一

般負傷３５９件（同３２件増）、交通事故

１７２件（同７１件減）、転院搬送２６５

件（同３６件増）、その他６８件(（同１

４件増)となっている。急病と一般負傷で

全体の約７７％（同２％増）を占めてい

る。 

 

搬送人員の内、急病が１，２７６人で

全体の半数以上を占め、内８５１人が満

６５歳以上の高齢者である。救急件数の

増加に伴い急病に係る高齢者の搬送人員

も増加傾向である。 

 

 傷病程度別搬送人員では、死亡３６人(１.７％）、重症２３３人（１０.９％）、

中等症８８２人（４１.３％）、軽症９３９人（４３.９％）で軽症の比率が依然と

して高くなっているが、中等症の比率も例年と同様に高い。傷病程度のその他に

分類されるヘリコプターへの中継３９人（１.８％）及びドクターカーでの搬送

８人（０．４％）の内訳は、ヘリ中継３９人中、死亡１人、重症１３人、中等症

２２人及び軽症３人で、ドクターカー搬送８人については重症５人、中等症３人

となっている。 

 

 月別の出動件数は、８月の２３３件が最も多く、最も少なかったのは２月の

１５３件である。 

 

 

 

事故種別出動件数

60.8%16.3%

3.1%12.0%
7.8%

急病 一般負傷 交通事故
転院搬送 その他
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年次別・地区別・月別救急出動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 

 

 

数 

火 

 

 

災 

自

然

災

害 

水

難

事

故 

交

通

事

故 

労

働

災

害 

運 

動 

競 

技 

一

般

負

傷 

加 

 

 

害 

自

損

行

為 

急 

 

 

病 

その他 

転

院

搬

送 

医

師

搬

送 
資
器
材
輸
送 

そ

の

他 

年  次  別 

２６年 1,963 1   216 25 19 304 7 16 1,149 220 1  5 

２７年 2,098 3   212 17 34 344 6 16 1,243 222 1   

２８年 2,099 2   183 18 25 331 4 21 1,259 253 1  2 

２９年 2,118 3   243 13 18 327 2 12 1,265 229 2  4 

３０年 2,206 1  3 172 18 26 359 7 13 1,342 265    

地  区  別 

篠 山 1,093   2 70 6 21 169 3 5 671 146    

西 紀 223    18 3 3 25 1  127 46    

丹 南 699 1  1 61 5 2 128 2 7 421 71    

今 田 171    13 3  35 1  117 2    

管 外 3    3           

高速道 17    7 1  2  1 6     

月     別 

 １月 213    19 3  43 1  132 15    

 ２月 153    5 1  25   103 19    

 ３月 193    16 1 1 26  2 127 20    

 ４月 166   1 10 3  29 1 1 96 25    

 ５月 173    18 2 3 24 1  100 25    

 ６月 180   1 15  2 31  4 105 22    

 ７月 196    7 1 8 31   132 17    

 ８月 233   1 21 2 7 24 2  144 32    

 ９月 155    12 3 3 28  2 90 17    

１０月 192 1   22 1  36 1 1 97 33    

１１月 172    14 1  32 1 1 102 21    

１２月 180    13  2 30  2 114 19    
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曜日別・時間別救急出動状況 

 

 

総 

 

 

数 

火 

 

 

災 

自

然

災

害 

水

難

事

故 

交

通

事

故 

労

働

災

害 

運

動

競

技 

一

般

負

傷 

加 

 

 

害 

自

損

行

為 

急 

 

 

病 

その他 

転

院

搬

送 

医

師

搬

送 
資
器
材
輸
送 

そ

の

他 

総  数 2,206 1  3 172 18 26 359 7 13 1,342 265    

曜  日  別 

日 曜 日 336 1  1 21 2 9 61 1 1 214 25    

月 曜 日 352    31 1 4 55 2 1 206 52    

火 曜 日 314   1 23 3  38  6 205 38    

水 曜 日 264    19 3 2 48  1 153 38    

木 曜 日 292    19 1 1 48 1  187 35    

金 曜 日 321    29 6 1 58 2 1 177 47    

土 曜 日 327   1 30 2 9 51 1 3 200 30    

時  間  別 

0～ 2時 77 1   1   7   63 5    

2～ 4時 57    3   8 1  42 3    

4～ 6時 62    3   7  2 48 2    

6～ 8時 159    13 1  21  2 119 3    

8～10時 271    24 5 4 64  1 141 32    

10～12時 323    17 3 7 62   167 67    

12～14時 270    30 4 3 34   135 64    

14～16時 249    26 3 6 43   149 22    

16～18時 218   1 24 2 3 35 2 1 122 28    

18～20時 221   1 20  3 37 2 2 142 14    

20～22時 185   1 10   30 2 2 122 18    

22～24時 114    1   11  3 92 7    
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年齢別・程度別救急搬送人員 

 

 

総 

 

 

数 

火 

 

 

災 

自

然

災

害 

水

難

事

故 

交

通

事

故 

労

働

災

害 

運

動

競

技 

一

般

負

傷 

加 

 

 

害 

自

損

行

為 

急 

 

 

病 

転
院
搬
送
・
そ
の
他 

総 数 2,137 2  2 192 17 27 347 6 7 1,276 261 

年  齢  別 

新生児 5           5 

乳幼児 105   1 4   29   71  

少 年 84    14  23 8   35 4 

成 人 595 1   122 13 4 59 5 5 319 67 

高齢者 1,348 1  1 52 4  251 1 2 851 185 

程  度  別 

死 亡 36   1    4   31  

重 症 233    1 4 2 47  1 127 51 

中等症 882 2   21 2 4 114 2 2 550 185 

軽 症 939    161 9 19 173 4 4 544 25 

その他 47   1 9 2 2 9   24  

（注1）：年齢区分                      （注2）：傷病程度 

新生児・・・生後28日未満の者                死亡お・・・初診時において死亡が確認されたもの 

乳幼児・・・生後28日以上、満7歳未満の者      重症お・・・３週間以上の入院加療を必要とするもの 

少年お・・・満7歳以上、満18歳未満の者あ      中等症・・・重症又は軽症以外のもの 

成人お・・・満18歳以上、満65歳未満の者       軽症お・・・入院加療を必要としないもの 

高齢者・・・満65歳以上の者ああああああ       その他・・・医師の診断がないもの並びにヘリコプタ 

                             ーによる中継搬送及びドクターカー搬送 

のために搬送したもの 

 

救急出動から医療機関収容までの 

所要時間別搬送人員 

 

事故種別 総 数 10分未満 
10分～ 

 20分未満 

20分～ 

 30分未満 

30分～ 

 60分未満 

60分～ 

 120分未満 
120分以上 

総  数 2,137  24 391 1,326 379 17 

急  病 1,276  16 267 763 222 8 

交通事故 192  3 31 128 27 3 

一般負傷 347  2 62 223 58 2 

そ の 他 322  3 31 212 72 4 
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ドクターヘリ要請及び搬送状況 

 

ドクターヘリの要請は６５件で、ドクターヘリによる搬送件数は３９件、不搬 

送は２６件となっている。不搬送のうち、１４件は、要請したが救急隊の現場到

着時の観察でドクターヘリキャンセルとなった。６件は、離着陸場へ到着したド

クターヘリ医師の診察の結果、救急車での搬送となった。６件は、要請したが悪

天候、日没等のためドクターヘリからキャンセルとなった。  

ドクターヘリでの搬送が最も多い事故種別は、急病の２２件（５６．４％）と

なっている。  

ドクターヘリ離着陸場は消防本部訓練場３９件、市内指定離着陸場２１件とな

っている。  

発 生 地 区 別 事 故 種 別 

  地区 

種別 

篠山地区 西紀地区 丹南地区 今田地区 その他 合計 

要請 搬送 要請 搬送 要請 搬送 要請 搬送 要請 搬送 要請 搬送 

急病 ２９ １７ ４ ２ ３ ２ ２ １   ３８ ２２ 

交通事故 ４ ３ １  ２ ２   １  ８ ５ 

労働災害       ２ ２   ２ ２ 

運動競技 ２ ２         ２ ２ 

一般負傷 ５ ４ １ １ ７ ３     １３ ８ 

転院搬送             

その他 ２          ２  

総 数 ４２ ２６ ６ ３ １２ ７ ４ ３ １  ６５ ３９ 

 

利 用 離 着 陸 場 

ランデブーポイント 要請 搬送 

篠山市消防本部訓練場 ３９（１２） ２７ 

森のたあみなる駐車場 ２（ １）  １ 

市立西紀運動公園グラウンド ３（ ２）  １ 

篠山チルドレンズミュージアム ７（ ４）  ３ 

四季の森運動公園グラウンド １（  ）  １ 

後川ヘリポート ２（  ）  ２ 

ＶＩＰアルパインローズビレッジ ２（ １）  １ 

ユニトピアささやま駐車場 １（  ）  １ 

上立杭つぼねがさ交流館前広場 ２（  ）  ２ 

オータニにしきカントリークラブ １（ １）  

その他（市外ランデブーポイント） １（ １）   

要請したが運航不可であったもの ４（ ４）  

総 数 ６５（２６） ３９ 

（注）：（ ）内はドクターヘリの不搬送件数 
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応急処置の状況  

（注１）：一人につき複数の応急処置を行うこともあるため、対象人員と事故種別ご

との処置項目の合計数とは一致しない。 

（注２）：◎は救急救命士が行うことのできる特定行為である。 

（注３）：●は認定を受けた救急救命士が行うことのできる特定行為である。 

（注４）：( )内は、内訳数である。 

（注５）：処置項目中「その他」の内容は、体温測定、瞳孔観察等である。 

処 置 項 目 総 数 急 病 交通事故 一般負傷 その他 

 対象人員  （人） 2,137 1,276 192 347 322 

 実施回数  （回） 9,190 5,570 818 1,477 1,325 

止 血 66 9 11 39 7 

固 定 255 34 79 130 12 

人 工 呼 吸 9 8   1 

胸 骨 圧 迫      

心 肺 蘇 生 47 40  5 2 

酸 素 吸 入 476 338 16 28 94 

気 道 確 保 69 61  6 2 

 用 手 ・ 吸 引 (51) (47)  (2) (2) 

経 鼻 エ ア ウ ェ イ      

喉 頭 鏡 、 鉗 子 等 (5) (3)  (2)  

◎ 器具による気道確保 (10) (10)    

● 気 管 挿 管 (3) (1)  (2)  

保 温 115 67 15 20 13 

被 覆 154 15 45 80 14 

在 宅 療 法 継 続 48 43  2 3 

血 圧 測 定 2,010 1,189 184 323 314 

心音 ・ 呼吸 音 等聴取 349 255 39 30 25 

血中酸素飽和度測定 2,092 1,241 191 341 319 

心 電 図 1,365 964 61 131 209 

除  細  動 4 4    

 ◎ 静 脈 路 確 保 27 24  3  

 

◎ 心 肺 停 止 (15) (13)  (2)  

● 心 肺 停 止 前 (9) (8)  (1)  

● 低 血 糖 (3) (3)    

 ● 薬 剤 投 与 6 5  1  

 ● ブ ド ウ 糖 投 与 3 3    

そ の 他 2,095 1,270 177 338 310 
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救急講習、市民救命士講習及び 

救命入門コースの概要 

  篠山市の面積は広大で、救急車の現場到着所要時間は平均１０.６分となって

いる(平成２９年 兵庫県平均８.２分)。救命率を高めるためには、その場に居

合わせた人が迅速・的確な応急手当を施す必要がある。 

  平成３０年中には、事業所、学校関係、市民、各種団体からの要望に応じて

５９回、１,９２７人に対して救急講習を実施した。さらに、より専門的で３時

間の受講が必要な市民救命士講習も４２回実施し、３１８人に市民救命士認定

証を交付している。また、小学生を対象に救命入門コースを４回実施し、７１

人が受講した。 

 

救急講習実施状況 

 

市民救命士講習実施状況 

 

救命入門コース実施状況 

 

対 象 者 実施回数（回） 対象人員（人） 

総       数 59 1,927 

事   業   所 13 298 

学  校  関  係 33 1,206 

市       民 10 379 

各  種  団  体 3 44 

対 象 者 実施回数（回） 対象人員（人） 

総        数 42 318 

事    業    所 17 123 

学 校 関 係 7 84 

市        民 11 45 

各 種 団 体 7 66 

対 象 者 実施回数（回） 対象人員（人） 

総       数 4 71 

小 学 ６ 年 生 4 71 
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救助の概要 

平成３０年中の出動件数は、４４件(前年比７件増)で、このうち活動件数２６

件(前年比８件増)、救助人員２８人(前年比１１件増)となっている。 

事故種別ごとに出動状況をみると、交通事故が１７件で最も多く、全体の３８．６％

を占めている。 

 

事故種別別活動状況 

区   分 

平 成 ３ ０ 年 平 成 ２ ９ 年 

出動件数 活動件数 
救助

人員 
出動件数 活動件数 

救助

人員 

火        災    1(  2.7) 1(  5.6)  

交 通 事 故 17( 38.6) 8( 30.8) 11 24( 64.9) 10( 55.6) 10 

水 難 事 故 3(  6.8) 2(  7.7) 1    

自 然 災 害 事 故       

機 械 に よ る 事 故 1(  2.3) 1(  3.8) 1 1(  2.7) 1(  5.6) 1 

建物等による事故 15( 34.1) 10( 38.5) 10 4( 10.8) 2( 11.0) 2 

ガス及び酸欠事故    1(  2.7)   

破 裂 事 故       

そ の 他 の 事 故 8( 18.2) 5( 19.2) 5 6( 16.2) 4( 22.2) 4 

 

 

内 

訳 

山 岳 事 故 3(  6.8) 1(  3.8) 1 1(  2.7)   

低 所 事 故 1(  2.3) 1(  3.8) 1 1(  2.7) 1(  5.6) 1 

高 所 事 故 1(  2.3)   1(  2.7) 1(  5.6) 1 

挟まれ等の事故 3(  6.8) 3( 11.6) 3 3(  8.1) 2( 11.0) 2 

誤    報       

合 計 44(100.0) 26(100.0) 28 37(100.0) 18(100.0) 17 

（注１）：（ ）内は、構成比％ 

（注２）：その他の事故の「誤報」は、勘違い等で災害事象が存在しない場合をい

う。 
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年次別・地区別・月別救助出動状況 
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曜日別・時間別救助出動状況 
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通  信 

 

１１９番通報受信状況 

平成３０年の１１９番通報受信件数は、３，０１７件（前年比５６件増）で、

火災、救急、救助等の緊急通報が１，９００件（６３．０％ 前年比９１件増）、

医情報報の問い合わせが６１６件(２０．４％ 前年比５１件減)、訓練通報・試

験通報が２５１件（８．３％ 前年比６３件減）となっており、緊急通報のうち

携帯電話からの通報は７８３件（７１．４％）である。 

 また、まちがい、いたずら・無言、災害や気象の問い合わせ等、１１９番通報

の適正な利用がなされていないものが２５０件（８．３％ 前年比７９件増）と

なっている。 

 

 

 

 

 

  

緊急通報

１,900件

( 63.0% )

医療情報の

問い合わせ

６１６件

（ 20.4% ）

まちがい

73件

( 2.4% )

問い合わせ

１3件

( 0.4% )

いたずら・無言

８件

( 0.3% )

訓練・試験

251件

( 8.3% )

気象問い合わせ

火煙上昇届等

156件

（ 5.2% ）
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１１９番通報の受信件数 

 

（注）：［ ］内は携帯電話からの通報で内数 

 
加入電話への緊急通報件数 

 

 総  数 火  災 救  急 他の災害 

平成30年 484 4 445 35 

平成29年 421 2 389 30 

 
無線施設設置状況   (平成３１年４月１日現在) 

 

無線局分類 総 数 消防本部 消 防 団 

基 地 局      2     2  

陸上移動局 105 47 58 

・ 

車 載 型 51 14 37 

携 帯 型 54(28) 33(20) 21(10) 

（注）：（ ）は署活系アナログ無線の台数で内数    
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